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               論   文   の   要   旨 
  
この論文は、2020 年までに経済成長率を 7％以上維持しながら、温室効果ガス（GHG）
を GDP 当たり排出量（GHG 密度）で 2007 年と比較して 40-45％削減するという中国政府
の計画目標を、炭素税導入やエネルギー構造変換のための再生可能エネルギー産業育成政
策の効果に焦点を当て、双対型の環境経済産業連関モデルに基づく政策シミュレーション
により総合的に分析、評価したものである。本論文は５章で構成される。 
第 1 章は序論で、研究目的、研究の背景、文献レビューおよび本論文の構成についてま
とめ、第 2 章は中国のエネルギー供給構造と温室効果ガス（GHG）排出量の現況分析を行
い、エネルギー・熱供給産業が GHG 排出量のおよそ半分を占め、電力生産が 80％以上を
GHG 排出原単位の大きい石炭をエネルギー源としていること、一方中国には農業残差等の
再生可能エネルギー源が豊富であるが、費用、制度の面でリスクが大きいため全く普及し
ていない現状が明らかにされる。 
第 3 章は、総合評価のための双対型拡大産業連関モデルの構築について述べ、産業分類
（通常産業 14 分類、エネルギー産業 7 分類）や風力、太陽光バイオマス I（国産直接燃焼
技術）、II（デンマーク直接燃焼）、III(ガス化技術)等の再生可能エネルギー生産技術、代表
的経済主体の相互依存関係、価値収支、エネルギー収支、物質収支等のモデルに基本構造
について説明し、GHG 排出量制約、炭素税、補助金システム等の政策変数が組み込まれた
モデルの具体的な数学的構造について詳細に述べている。 
第 4 章は、前章で構築したシミュレーションモデルに基づく分析結果についてまとめて
いる。ここでは、環境政策等の有無により、基本的に３ケースを設定している。ケース０
では GHG 排出削減制約もなく炭素税の導入もない、現状で推移する場合である。ケース１
では、GHG 排出制約のみ課される。ケース 2 では、GHG 排出制約と炭素税や再生可能エ
ネルギー産業への補助金等の環境政策が実施される。ケース０では、GHG の対 GDP 密度
は 32％まで削減可能であるが、政府目標には到達せず、また GHG 排出量絶対量は 2020
年には 2007 年の 2 倍以上に増大し、根本的な GHG 排出削減対策が必要なことが示される。
また、ケース１では、GHG 密度削減目標（1.55-1.70tCO2e/万元）が依然として達成できな
いことが示され、再生可能エネルギー産業育成のための補助金財源確保を目的とする炭素
税等の環境政策導入の根拠が明らかにされる。 
ケース２では、様々な炭素税率と GHG 排出制約の組み合わせについて分析が行われ、GDP
当たり GHG 排出量（1.6 tCO2e/万元）を達成、水力発電以外の再生可能エネルギーシェア
―が 19％に増大し、対 GDP 当たりエネルギー消費効率が 0.1ｋWh/元、再生可能エネルギ
ー産業育成投資費用の対社会的便益比率が 25、さらに年平均経済成長率が 7.91％を維持可
能なことから、炭素税率を 30 元/ tCO2e とし、2020 年 GHG 総排出量を 2007 年比 1.8 倍
以下に制約する環境政策が、政府目標を達成する最適なケースであること、このとき、補
助金は風力発電に 82％、バイオマス発電に 15％、太陽光に 3％で支出され、水力発電以外
の再生可能エネルギーでは風力発電、バイオマス・ガス化技術、太陽光発電が要望な技術
であることが明らかにされた。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 4 次報告では、
最大排出国である中国の GHG 排出量を 2020 年には 8,500MtCO2 にすべきであるとの勧
告がなされているが、これを制約としてケース２およびケース 3 のシミュレーション分析
を行うと、炭素税と補助金による再生可能エネルギー産業育成政策がより効果的に、経済
発展と GHG 削減を実現するが、経済成長率は IPCC シナリオに従わない場合の 7.98％か
ら 4.59％に抑制されることを明らかにした。このことは本研究で考察していない二酸化炭
素回収貯留技術（CCS）等の環境修復技術や原子力などのエネルギー技術を考慮する必要
性を示唆している。 
第 5 章は本論文のまとめと今後の課題についてまとめている。 
                
審   査   の   要   旨 
GHG 排出削減をめぐる国際協力の中にあって、GHG 最大排出国である中国が対 GDP、
GHG 排出密度という独自の指標を用いて、今後も高度経済成長を維持することを計画目標
に掲げている。本論文は、シミュレーションモデルを用いてその目標の実現可能性や、そ
の場合に育成すべき再生可能エネルギー技術、そのために必要な補助金政策、またその財
源確保のための炭素税率等を明らかにし、断片的なこれまでの先行研究とは異なり、総合
的な分析を行って、様々な角度から計画目標の意味、中国内外に与えるインパクトを明ら
かにしている点で独創的な研究である。特に、IPCC 第 4 次レポートによる勧告と中国政府
計画目標は、現状のままではもちろん、現在中国政府が積極的に推進しようとしている再
生可能エネルギー普及促進シナリオの下では矛盾があることを明らかにし、計画目標を含
む中国政府の描くシナリオ見直しの必要性を明らかにした点は特に独創的なものとして高
く評価する。 
モデル構築には膨大なデータが必要とされているが、公式データが得られない場合には、
日本など先進国の数値を参考に、新たに詳細なデータを推計し、2007 年の現況を示す統計
数値との整合性も吟味されているが、より詳細な中国の現況データに基づくシミュレーシ
ョンモデルの特定化、中国一国モデルから再生可能エネルギー容量の地域的な賦存量を考
慮した地域間モデルの構築、CCS 等のより高度な環境修復技術の考慮は今後の課題として
残されている。しかし、本論文で構築された総合評価シミュレーションモデルは、その分
析のための汎用性と操作性を充分に備え、多くの有益な政策情報を導出可能なものであり、
今後の GHG 排出削減シナリオの分析を行うための試金石として高く評価できる。 
論文の構成、文献整理、引用、分析ケースの設定、シミュレーション結果の解析、結論
の導出は適切である。 
平成25年10月3日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもとに論文の審査
及び最終試験を行い、本論文について著者に説明を求め、関連事項について質疑応答を行っ
た。その結果、審査委員全員によって合格と判定された。 
よって、著者は博士（環境学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものとして認める。 
 
